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事業区分 経常研究（基盤・応用） 研究期間 平成30年度～平成34年度 評価区分 事前評価 

真珠養殖業生産性向上対策事業 研究テーマ名 

 

（副題） 
（真珠養殖における挿核率向上と挿核後の脱核率軽減に関する技術開発 ） 

主管機関・科（研究室）名 研究代表者名 総合水産試験場 ・介藻類科 ・岩永俊介 

＜県総合計画等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 

チャレンジ2020 

基本理念 人、産業、地域が輝く たくましい長崎県づくり 
戦略８ 元気で豊かな農林水産業を育てる 
施策① 水産業の収益性向上に向けた取組の強化 

長崎県水産業振興基本計画 
基本目標(1) 収益性の高い魅力ある経営体の育成 
② 漁業・養殖業の収益性向上 

１ 研究の概要(100文字) 

小規模な経営体が多い県内の真珠養殖業者等に対して，真珠組合や行政と連携して真珠養殖業の

生産性を向上するための技術開発や指導を行う。 

研究項目 

①抑制貝の生残率を向上する養殖技術の開発 

②施術後の脱核率を軽減する養殖技術の開発 

③研究成果（結果）の普及 

２ 研究の必要性 

） 社会的・経済的背景及びニーズ 

   長崎県の真珠養殖業では， H8年以降，アコヤガイ赤変病による養殖貝のへい死増加や真珠品質の低

下等が影響して養殖規模の縮小や廃業がみられ，経営は非常に厳しい状況にある。そのため，総合水産

試験場では真珠組合や民間の種苗生産機関等と連携して H14 年より真珠養殖業の生産性向上に関する

技術開発を実施し，生残率が高いアコヤガイや真珠の色彩を良くするアコヤガイ（ピース貝）の作出方法

に関する技術開発等を行ってきた。その結果，近年の長崎県の生産量は愛媛県と全国１位を競うまでにな

るとともに，H28年度の1経営体あたりの生産額はH8年の約50％まで回復した。 しかし，真珠養殖業の

経営は依然として厳しい状況にあり，経営の安定を図るにはより生産性を向上する必要がある。 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

    県内の小規模な経営体は，科学的な根拠を持つ真珠養殖業の生産性向上に関する技術開発を独自に

行うことは容易ではない。さらに，県にはこれまでに蓄積した技術や知見があるため，これらを活かすとと

もに業界と連携して取り組むことで，技術開発の可能性が高まる。また，他県では今回実施する技術開発

に関する取り組み事例はない。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ
30

Ｈ
31

Ｈ 
32 

Ｈ 
33 

Ｈ 
34 

単位 

目標 1 1 1 1 1 
①  抑制貝の外套膜萎縮個体を軽減する養殖方

法等の開発 

技術開発試

験等 実績      
回数 

目標 1 1 1 1 1 
②  挿核後の脱核個体を軽減する養殖方法の開

発 

技術開発試

験等の回数 実績      
回数 

目標 1 1 1 1 1 
③  研究成果（結果）の普及 報告会等の

件数 実績      
件数 

④           

⑤           



１） 参加研究機関等の役割分担 

対馬および長崎県真珠組合等と共同研究により技術開発にあたる。 

 

 

２） 予算 
 

財源 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国庫 県債 その他 一財 
全体予算 55，730 40，370 15，360   15，360
30年度 11，146 8，074 3，072   3，072
31年度 11，146 8，074 3，072   3，072
32年度 11，146 8，074 3，072   3，072
33年度 11，146 8，074 3，072   3，072
34年度 11，146 8，074 3，072   3，072

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 
 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ
30

Ｈ
31

Ｈ
32

Ｈ
33

Ｈ
34

得られる成果の補足説明等 

①  
抑制貝の生残率
を向上する養殖技
術の開発 

  1       1 
事業実施最終年度までの技術開発を目標とす
る。 

②  
挿核後の脱核率
を軽減する養殖技
術の開発 

  1       1 
事業実施最終年度までの技術開発を目標とす
る。 

③           

④           

⑤           

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

真珠養殖業の生産性向上に関する技術開発では，これまでに生残率が高いアコヤガイの作出や真珠の色

彩を良くするピース貝（アコヤガイ）の作出を行い，県内の民間種苗生産機関に技術移転済みである。その結

果，これまでに生残率が高いアコヤガイや色彩を良くするピース貝は，それぞれ4，758万個体および456万個

体販売され，養殖業の生産性向上に貢献するとともに他県に対して独自技術を有している。今回，取り組む 2

つの技術開発については非常に難しい課題であり，他県では取り組まれておらず新規性が著しく高い。 

 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

当事業により，小規模経営体では着手できない技術開発に取り組むことが可能となる。また，真珠養殖業

の生産性が向上することで，収益性の向上が期待される。 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

・経済効果 ： 技術開発により生産性が向上することで，真珠の生産額が増加するとともに，養殖業者の

手取り向上も期待できる。 

 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 



別紙２（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（２９年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性 ： S 

   県内の真珠養殖業者は小規模経営体が多く，技

術開発に関する基礎的な知見や資金力も乏しいた

め，技術開発は業界と県（漁業振興課・総合水産試

験場）が連携して実施する必要がある。 

  

 

・効 率 性 ： A 

   本事業は，養殖業者が単独では実現できない技

術開発を業界と県が連携して実施することで，効率

性が著しく高いと考える。 

 

 

 

 

 

・有 効 性 ： A 

   本事業は，養殖業者が単独では実現できない技

術開発を支援することから経営の安定化に有効で

あり，本県の真珠養殖業の振興には必要な研究で

ある。 

 

 

 

・総合評価 ： A 

総合水産試験場と業界等が連携して，抑制貝の

生残率向上や施術後の脱核率軽減に関する技術

開発を行い，真珠養殖業の生産性を高め，養殖業

経営の安定化へ貢献する。 

（２９年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性： S   

県内の真珠業者は小規模経営が多く、技術開発

力や資金力に乏しい。経営体当たりの生産額は回

復しているが、いまだ厳しい状態であり、本事業で

より生産性を向上させる必要性がある。業界ニーズ

は高く、県として取組むべき課題である。 

  

・効 率 性： A  

 他県にない新技術で、生産性向上を図ろうとする

点と、これまでの血清タンパク質量の独自結果を利

用する点が効率的である。抑制方法の最適化と脱

核の防除等、目標は明確で、研究手法も適切であ

る。また、業界との連携強化で、問題点の抽出と解

決、ならびに技術の普及を図ろうとしており、効率性

は大変高い。 

  

・有 効 性： A   

  本県が開発した技術を更に発展させる点と、本県

の経営体単独で着手できない技術開発に取組む点

で有効性は高い。目標数値の設定には不確定要素

も含まれているが、計画している成果が得られた場

合の生産額の試算など還元シナリオも練られてお

り、成果は見込まれると判断できる。 

 

・総合評価： A  

 産官が強く連携した体制のもとに、本試験場が有

する新技術を更に発展させ、養殖業者の経営安定

を図る点で評価は高い。生産性の向上と産業の再

興が期待されるため、必要性は高く、実施すべき課

題である。 

 対応 対応 

 本研究は、関係する漁協や養殖業者と連携し，これ

までに得られた知見を最大限に活用して，計画的、効

率的に実施していく。 

 

 

途 

 

中 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 



 対応 対応 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

・総合評価 

 対応 対応 

 


